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するなど、本県の大気環境は改善の傾向にありま
す。

しかしながら、未だ * 光化学オキシダントは、全
測定局で環境基準が達成されておらず、また、二酸
化窒素の環境基準や、本県が独自の行政目標とし
て設定した「二酸化窒素に係る千葉県環境目標値」
が達成されていない測定局があるといった課題も
残されており、今後も大気環境を監視するととも
に、汚染物質の排出削減を引き続き進めていく必
要があります。

さらに、平成 21 年に環境基準が設定された * 微
小粒子状物質（ＰＭ２．５）については、環境基準
が達成されていない測定局があることから、今後
も監視体制の充実や的確な情報提供に努めるとと
もに、国等と連携しながら効果的な対策を検討し
ていきます。

健康への影響が問題となっている * アスベスト
（石綿）については、平成 18 年 9 月からアスベス
ト製品の使用等が禁止されていますが、今後、建材
としてアスベストを使用した建築物等の解体等作
業が増加していくことが見込まれており、飛散防
止対策の徹底を図る必要があります。

また、「水銀に関する水俣条約」が採択されたこ
とを受け、大気汚染防止法の一部が改正され、水銀
が規制対象に加えられました。平成 30 年 4 月に
施行されており、事業者へ適切な指導を行ってい
く必要があります。

（１）大気環境の現状
大気環境の常時監視は、県、大気汚染防止法に基

づく 6 政令市（千葉市、船橋市、市川市、松戸市、
柏市、市原市）等が一般環境大気測定局と道路沿
道に設置した自動車排出ガス測定局で連続測定を
行っています。

一般環境大気測定局では、二酸化硫黄、* 窒素酸
化物（ＮＯＸ）、光化学オキシダント、浮遊粒子状物
質、*炭化水素（HC）、微小粒子状物質（ＰＭ２．５）
等を、自動車排出ガス測定局では、窒素酸化物、一
酸化炭素、浮遊粒子状物質等を測定しています。

また、有害大気汚染物質や * 降下ばいじんなどに

第４章　安心できる健やかな環境を守る

第 1 節　良好な大気環境の確保

１．現況と課題
大気汚染は、燃料や廃棄物を燃やすことなどに

よって生じ、健康被害や農作物の生育障害などを
引き起こす原因となります。その汚染物質の発生
源は、工場や事業場などの固定発生源と自動車や
船舶などの移動発生源に分けられます。

本県では、昭和 30 年代以降、東京湾臨海部への
工場の集中立地に伴って大気の汚染が進み、硫黄
酸化物などによる農作物被害や光化学スモッグに
よる健康被害が発生し社会問題となりました。

このため、県では、法・条例による規制や主要工
場と締結した環境保全協定（旧公害防止協定）など
により汚染物質の排出削減に向けた取組を強力に
展開し、その結果、固定発生源による大気汚染はか
なり改善されました。

しかし、一方で、移動発生源である自動車の交通
量増加に伴い、排出ガスに起因する大気汚染が、特
に都市部において大きな問題となってきました。

そのため、県では、平成 4 年 2 月に「千葉県自
動車交通公害防止計画」、平成 5 年 11 月に「自動
車から排出される窒素酸化物の特定地域における
総量の削減等に関する特別措置法（自動車ＮＯＸ

法）」に基づき総量削減計画を策定し、県民、事業
者、行政が連携した低公害車等の普及促進、* 交通
流の円滑化などの対策を推進してきました。

特にディーゼル自動車から排出される粒子状物
質（ＰＭ）については、平成 13 年 5 月に「千葉県
ディーゼル自動車排出ガス対策指針」を策定し、対
策を推進してきましたが、さらに、首都圏の一都三
県が歩調を合わせて、粒子状物質の排出基準を満
たさない車の運行規制などを行う条例を平成 14 年
3 月に制定し、平成 15 年から運行規制を実施して
います。

こうした対策によって、* 二酸化硫黄（SO2）、*
一酸化炭素（CO）に加え平成 26 年度以降 * 浮遊粒
子状物質（ＳＰＭ）が全測定局で * 環境基準を達成
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ア　一般環境（一般環境大気測定局）
（ア）硫黄酸化物

大気中の硫黄酸化物は、主として工場等で使用
される石油、石炭等の化石燃料の燃焼により排出
されるものですが、大気汚染防止法に基づく排出
規制の強化や環境保全協定（旧公害防止協定）によ
る脱硫装置の設置、あるいは良質燃料への転換な
ど各種の対策の結果、大気中の濃度は昭和 50 年代
前半以降大幅に低下しています。

硫黄酸化物のうち二酸化硫黄については環境基
準が定められていますが、平成 30 年度の有効測定
局 61 局における環境基準（長期的評価）の達成率は
100% で、昭和 54 年度以降これを維持しています。
（イ）窒素酸化物

大気中の窒素酸化物（主として二酸化窒素と一酸
化窒素）は、石油、ガス等燃料の燃焼過程において
燃料中の窒素化合物や空気中の窒素が酸化して発
生します。

主な発生源は工場や自動車ですが、ビルの暖房
や家庭の厨房からの排出量も無視できません。窒
素酸化物のうち二酸化窒素については環境基準が
定められています。

平成 30 年度の有効測定局 97 局における二酸化
窒素の環境基準の達成率は 100% であり、良好な
状態が続いています。

また、本県が窒素酸化物対策を進める上での行政
目標として昭和 54 年 4 月に設定した「二酸化窒素
に係る千葉県環境目標値」の達成率は平成 20 年度
以降、90% を超えており、平成 30 年度は 97.9%
でした。平成 26 年度以降の県全体の年平均値は、
ほぼ横ばいとなっています。（図表 4-1-2）

なお、地域別年平均値は、野田、東葛、葛南地域
が他地域に比べ高くなっています。（図表 4-1-3）

ついて定期的に測定を行っています。
平成 30 年度の大気環境の概要は以下のとおりで

す。
・二酸化硫黄、一酸化炭素及び浮遊粒子状物質は、

全測定局で環境基準を達成しました。
・二酸化窒素の環境基準達成率は、一般環境大気測

定局 100%、自動車排出ガス測定局 96.2% でした。
・光化学オキシダントは、全測定局で環境基準未

達成でした。
・微小粒子状物質（ＰＭ２．５）の環境基準達成率

は、一般環境大気測定局 100%、自動車排出ガス
測定局 81.8% でした。

・* ベンゼン等の有害大気汚染物質等（21 物質）は、
全地点で環境基準等を達成しました。

・アスベストについては、環境省が実施した調査
と比較して、いずれの地点においても、特に高い
濃度は見られず、ほぼ同程度の値でした。

図表 4-1-1　大気環境の環境基準達成状況等の推移
（単位：%）

また、平成 30 年度の大気環境の詳細は以下のと
おりです。

区
分

項目
平成
26

年度

平成
27

年度

平成
28

年度

平成
29

年度

平成
30

年度

一
般
環
境
大
気
測
定
局

環境基
準達成
率
(注1)

二酸化硫黄 100 100 100 100 100

二酸化窒素(注2) 100 100 100 100 100

一酸化炭素 100 100 100 100 100

光化学オキシダント 0 0 0 0 0

浮遊粒子状物質 100 100 100 100 100

微小粒子状物質 40.5 95.3 97.6 95.3 100

県環境
目標値

二酸化窒素(注2) 99.0 98.0 100 97.9 97.9

自
動
車
排
出
ガ
ス
測
定
局

環境基
準達成
率

二酸化硫黄 100 100 100 100 100

二酸化窒素 100 100 100 100 96.2

一酸化炭素 100 100 100 100 100

浮遊粒子状物質 100 100 100 100 100

微小粒子状物質 16.7 62.5 77.8 77.8 81.8

県環境
目標値

二酸化窒素 63.0 48.1 73.1 57.7 69.2

0.014

0.011 0.011

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30（年度）

0.010 0.010

0.010

0.012

0.010

0.008

（単位：ppm）

注１：環境基準達成率（環境基準達成測定局数／測定局数）×100（%）
注２：二酸化窒素の環境基準は、1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm

から 0.06ppm までのゾーン内又はそれ以下とされています。
この環境基準の達成状況の評価は、1 日平均値の年間98%値

（低い方から数えて、98%目の日の平均値）が 0.06ppm以下
であることをもって行っています。また、県環境目標値は、日
平均値の年間98%値が 0.04ppm以下としています。

図表 4-1-2　 二酸化窒素の年平均値の推移 
（一般環境大気測定局）
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b　光化学スモッグ注意報等の発令状況
光化学オキシダント濃度が高濃度で継続すると

判断される場合、光化学スモッグ注意報等を発令
しています。（発令基準は図表 4-1-45）

平成30年度は注意報発令日数が 9 日（警報等の
発令なし）でした。

月別の注意報発令状況は図表 4-1-6 のとおりで
す。

昭和46年度以降の注意報発令日数の年度別推移
は、昭和50年度の33日が最多で、平成28年度の 
2 日が最少です。（図表 4-1-7）

平成30年度の有効測定局90局における光化学
オキシダントの 1 時間値が 0.12ppm以上（注意報
の発令基準レベル）の年間出現日数は、3 日以上の
局が千葉、市原、君津地域に見られ、最高は千葉お
ゆみ野局の 4 日でした。成田、北総、九十九里地域
には 0.12ppm以上の測定局は見られませんでし
た。（図表 4-1-8）

全国の光化学スモッグ注意報発令日数「上位都
府県」を見ると、千葉県は、平成30年度は 9 日で
東京都と並んで全国 3 位の発令日数でした。（図表
4-1-9）

（ウ）光化学オキシダント
光化学オキシダントは、窒素酸化物や揮発性有

機化合物等が太陽光の紫外線により光化学反応を
起こし生成される物質で、高濃度になると空に白
くモヤがかかったようになる「光化学スモッグ」が
発生します。
ａ　光化学オキシダントの測定結果

平成 30 年度は有効測定局 90 局全てで環境基準
（1 時間値が 0.06*ppm 以下）を未達成でした。し
かしながら、光化学スモッグの発生しやすい時間
帯（5 時～ 20 時）における測定時間数と環境基準
値以下となっている時間数の割合（時間達成率）は 
94.1% でした。（図表 4-1-4）

地域別では、野田地域が他の地域に比べ時間達
成率が低くなっています。（図表 4-1-5）
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図表 4-1-4　 光化学オキシダント環境基準の時間 
達成率の推移　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：%）

図表 4-1-5　 光化学オキシダント環境基準の時間達
成率の地域別平均値

注 1： 年間の時間帯（5 ～ 20時）の測定時間が、3,750時間以上の測
定局で評価しました。

注 2： 時間達成率（%）=  
（5 ～ 20時の環境基準達成時間／ 5 ～ 20時の測定時間）×100

注 3：達成率は、各測定局の単純平均値です。

年　度 H26 H27 H28 H29 H30

時間達成率 93.1 93.5 95.6 93.0 94.1

測定局数 94 89 90 90 90

図表 4-1-3　二酸化窒素の地域別年平均値
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（エ）一酸化炭素 
一酸化炭素は、炭素を含む燃料が不完全燃焼す

る際に発生する物質で、大気中の一酸化炭素の発
生源は主として自動車です。

平成 30 年度の有効測定局 3 局全てが環境基準
（長期的評価）を達成し、測定を開始した昭和 48 年
度以降、100% の達成率を継続しています。

（オ）浮遊粒子状物質
大気中には目に見えない大きさの様々な粒子が

気体のように長期間浮遊していますが、これらを
称して浮遊粉じんといい、中でも粒径が 10 μ m
以下のものを浮遊粒子状物質と称しています。発
生源は、工場・事業場の産業活動や自動車等の交
通機関の運行等に伴い発生するもののほか、土壌
の舞い上がりや火山活動などの自然現象によって
発生するものなど極めて多様です。

平成 30 年度の有効測定局 96 局における環境基
準（長期的評価）の達成率は 100% でした。

平成 26 年度以降の年平均値は、ほぼ横ばいと
なっています。（図表 4-1-10）
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図表 4-1-6　 光化学スモッグ注意報発令日数の 
月別推移

図表 4-1-7　 光化学スモッグ注意報発令日数の 
年度別推移

図表 4-1-8　 オキシダント濃度 0.12ppm 以上の 
年間出現日数分布（平成 30 年度）

図表 4-1-9　 全国の光化学スモッグ注意報発令日数
「上位都府県」

図表 4-1-10　 浮遊粒子状物質の年平均値の推移 
（一般環境大気測定局）
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なお、平成 26 年度以降の午前 6 ～ 9 時におけ
る年平均値の推移は図表 4-1-12 のとおりです。

イ　道路沿道環境（自動車排出ガス測定局）
（ア）二酸化窒素

平成 30 年度の有効測定局 26 局における環境基
準の達成率は 96.2% でした。平成 26 年度以降の
年平均値は減少傾向を示しています。（図表 4-1-
13）

（イ）一酸化炭素
平成 30 年度の有効測定局 20 局全てで環境基準

（長期的評価）を達成しており、一般環境大気測定
局と同様に昭和 48 年度以降 100% の達成率を継
続しています。
（ウ）浮遊粒子状物質

平成 30 年度の有効測定局 25 局における環境基
準（長期的評価）の達成率は 100% であり、平成 26
年度以降の年平均値は概ね減少傾向を示していま
す。（図表 4-1-14）

（カ）微小粒子状物質（ＰＭ２. ５）
浮遊粒子状物質に比べ、さらに粒子の細かい粒

径 2.5 μ m 以下のものを微小粒子状物質（ＰＭ 
２．５）と称しています。

発生源は、浮遊粒子状物質と同様に極めて多様
です。
ａ　微小粒子状物質（ＰＭ２. ５）の測定結果

平成 30 年度の有効測定局 45 局における環境基
準（長期的評価）の達成率は 100% でした。

また、平成 26 年度以降の年平均値の推移は図表
4-1-11 のとおり、減少傾向にあります。

ｂ　ＰＭ２．５高濃度時の注意喚起の状況
ＰＭ２．５が高濃度になるおそれがあると判断

される場合、「ＰＭ２．５による大気汚染への対応
に係る国の暫定指針」に基づき、注意喚起を行って
います。

なお、平成 30 年度は注意喚起を行う高濃度現象
は発生していません。
（キ）炭化水素�－非メタン炭化水素－

炭化水素は、塗料等の有機溶剤を使用する工場・
事業場や、石油タンク及び石油製品を扱っている
工場・事業場、あるいは自動車など多種多様の発
生源から排出され、光化学スモッグの原因物質の
一つとなっています。

炭化水素に係る環境基準は定められていません
が、指針値として「非メタン炭化水素について、午
前 6 ～ 9 時の 3 時間平均値が 0.20～ 0.31*ppmC
の範囲にあること」が示されています。平成 30 年
度は有効測定局 40 局のうち 37 局が指針の上限値
0.31ppmC を超えていました。
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図表 4-1-11　 微小粒子状物質（ＰＭ２．５）の年平
均値の推移（一般環境大気測定局）

図表 4-1-13　 二酸化窒素の年平均値の推移 
（自動車排出ガス測定局）

図表 4-1-12　 非メタン炭化水素 6 ～ 9 時における
年平均値の推移（一般環境大気測定局）
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また、ダイオキシン類については 65 地点で大気環
境中の濃度を定期的に調査しています。

平成 30 年度の調査結果では、環境基準が定めら
れているベンゼン、トリクロロエチレン、テトラク
ロロエチレン、ジクロロメタン及びダイオキシン
類については、全ての地点で環境基準を達成して
います。

また、有害大気汚染物質等のうち「環境中の有害
大気汚染物質による健康リスクの低減を図るため
の指針となる値（指針値）」が示されているアクリ
ロニトリル、塩化ビニルモノマー、水銀及びその化
合物、ニッケル化合物、クロロホルム、1,2- ジク
ロロエタン、1,3- ブタジエン、ヒ素及びその化合
物、マンガン及びその化合物の 9 物質については、
全ての地点で指針値を下回りました。また、優先
取組物質以外の化学物質として、ＣＦＣ -11、ＣＦ
Ｃ -113、1,1 ,1 - トリクロロエタン、四塩化炭素に
ついても県独自に大気環境調査を行っています。
エ　アスベスト

アスベスト（石綿）は、天然に産する繊維状ケイ
酸塩鉱物で、耐熱性、耐摩耗性に優れ、丈夫で変化
しにくいという特性があり、建築工事の吹付け作
業やスレート材などの建築材料、工業用品などに
広く使われてきました。

アスベストの繊維は極めて細く、吸い込むと、じ
ん肺、中皮腫の原因になるといわれています。

アスベストについては、環境基準は設定されて
いませんが、平成 18 年度から県、千葉市、船橋市、
柏市、市川市及び市原市等で、一般大気中の濃度を
把握する調査を行っています。

平成 30 年度の県内 44 地点における調査結果は、
環境省が地方公共団体の測定結果を集計した結果
と比較して、いずれの地点においても、特に高い濃
度は見られませんでした。
オ　降下ばいじん

降下ばいじんは、大気中の浮遊粉じんのうち、自
重又は雨滴によって沈降するばいじん、粉じん等
であり、県内 21 地点で測定を行っています。

平成 30 年度の測定地点の平均値は、4.1t/㎢ /
月であり、平成 26 年度以降の年平均の推移は図表

（エ）微小粒子状物質（ＰＭ２．５）
平成 30 年度の有効測定局 11 局における環境基

準（長期的評価）の達成率は 81.8% でした。
また、平成 26 年度から平成 30 年度の年平均値

の推移は、図表 4-1-15 のとおりです。一般環境大
気測定局同様、減少傾向にあります。

（オ）その他
二酸化硫黄については、平成 30 年度の有効測定

局 2 局における環境基準（長期的評価）の達成率は
100% です。また、非メタン炭化水素については、
平成 30 年度の有効測定局 12 局全てで指針の上限
値を超えていました。
ウ　有害大気汚染物質等

有害大気汚染物質は、低濃度でも継続的に摂取
される場合には、発ガン性などの人の健康を損な
うおそれのある物質で、該当する可能性がある物
質として 247 物質がリストアップされています。

このうち、優先取組物質22物質が国から示され、
そのうちのベンゼン等 20 物質並びに「水銀及びそ
の化合物」については県及び 8 市が県内36地点で、
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図表 4-1-14　 浮遊粒子状物質の年平均値の推移 
（自動車排出ガス測定局）

図表 4-1-15　 微小粒子状物質（ＰＭ２．５）の年平
均値の推移（自動車排出ガス測定局）
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4-1-16 のとおりです。

（２）大気汚染物質の発生源の現状
大気汚染物質の発生源は工場・事業場等の固定

発生源と、自動車・船舶等の移動発生源の二つに
大別されます。
ア　固定発生源

県内における固定発生源は東京湾に面した電力、
鉄鋼、石油精製、石油化学等を中心とする我が国有
数の臨海工業地帯とその周辺地域に集中していま
す。

固定発生源のうち、大気汚染防止法に定められ
るばい煙発生施設の届出数は平成 31 年 3 月末現
在で工場・事業場数 2,519、施設数 7,215 となっ
ています。（図表 4-1-17）

種類別では、ボイラーが圧倒的に多く全体の
52% を占めています。（図表 4-1-18）
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2,359(1,062) 1,621(756) 3,980(1,818)

Ｈ28

工

場

2,003(321) 1,244(378) 3,247(699)

7,219

(2,537)
事

業

場

2,342(1,041) 1,630(797) 3,972(1,838)

Ｈ29

工

場

1,997(318) 1,257(373) 3,254(691)

7,211

(2,515)

事

業

場

2,326(1,021) 1,631(803) 3,957(1,824)

Ｈ30

工

場

1,984(310) 1,252(370) 3,236(680)

7,215

(2,519)

事

業

場
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図表 4-1-16　降下ばいじん量の年平均値の推移

図表 4-1-17　ばい煙発生施設数の推移
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めています。（図表 4-1-22）

さらに、平成 30 年 4 月の大気汚染防止法の改
正により届出対象となった水銀排出施設について
は、平成 31 年 3 月末現在で工場・事業場数 105、
施設数 214 となっています。

種類別では、廃棄物焼却炉が圧倒的に多く全体
の 93.5% を占めています。（図表 4-1-23）

一方、県内主要工場・事業場の平成 30 年度にお
ける燃料使用量は約 2,212 万 kL で、その内訳は
気体燃料が 89.5%、液体燃料が 3.6%、固体燃料
が 6.9% の割合となっています。また、燃料の使

大気汚染防止法の改正により、平成 18 年 4 月に
届出対象となった * 揮発性有機化合物（ＶＯＣ）排
出施設は、平成 31 年 3 月末現在で工場・事業場数
54、施設数 177 となっています。（図表 4-1-19）

種類別では、接着用乾燥施設、塗装用乾燥施設の
順に多くなっています。（図表 4-1-20）

また、一般粉じん発生施設の届出数は、平成31
年 3 月末現在で工場・事業場309、施設数 2,098
となっています。（図表 4-1-21）

種類別では、コンベア類及び堆積場が多くを占

図表 4-1-20　 揮発性有機化合物排出施設の 
種類別状況

年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

施設数 168 159 165 176 177

工場・事業場数 53 50 54 54 54

年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

施設数 2,082 2,116 2,090 2,137 2,098

工場・事業場数 295 293 289 300 309

ばい煙発生施設

7,215施設

（平成31年3月末現在）

ボイラー
52％

ディーゼル機関
20.4％

ガスタービン
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5％

石油加熱炉 3.1％
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1.2％

その他
4％

乾燥炉 2.9％
ガス機関 1.8％

（平成31年3月末現在）

揮発性有機化

合物排出施設

177施設

接着用乾燥
施設 24％
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施設 14％

印刷用乾燥
施設

（オフセット）
12％

印刷用乾燥
施設
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11％

貯蔵タンク
12％

塗装施設
11％

化学製品製造用
乾燥施設
7％

その他 8％

（平成31年3月末現在）

一般粉じん

発生施設

2,098施設 コンベア類
62％

推積場 20％

ふるい 11％

破砕機・
摩砕機 7％

コークス炉
1％

（平成31年3月末現在）

水銀排出施設

一次精錬施設（銅
又は金）0.5％

セメントの製造の用に供
する焼成炉 0.5％

廃棄物焼却炉
93.5％

二次精錬施
設（銅、鉛
又は亜鉛）
3.7％

石炭燃焼
ボイラー 1.9％

214施設

図表 4-1-18　ばい煙発生施設の種類別状況

図表 4-1-19　揮発性有機化合物排出施設数の推移

図表 4-1-21　一般粉じん発生施設数の推移

図表 4-1-23　 水銀排出施設の種類別状況

図表 4-1-22　一般粉じん発生施設の種類別状況
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用に伴い排出された硫黄酸化物は約 1.4 万 t です。
（図表 4-1-24）

イ　移動発生源
自動車、船舶等の移動発生源のうち、自動車から

の排出ガスが大気汚染の大きな要因となっていま
す。

県内の自動車保有台数は年々増加していました
が、近年は横ばいとなっており、平成 31 年 3 月末
で約 365 万台でした。（図表 4-1-25）

なお、大気汚染の原因となる窒素酸化物や粒子
状物質を多量に排出するディーゼル自動車の保有
台数については、平成 8 年度をピークに減少に転
じていましたが、平成 24 年度から再び増加してお
り、平成 31 年 3 月末では約 29 万台になっていま
す。（図表 4-1-26）

図表 4-1-24　 県内主要工場・事業場における硫黄酸
化物排出量及び燃料使用量の経年変化
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※対象事業場数：平成26-28年度は47工場・事業場
　　　　　　　　平成29年度は45工場・事業場
　　　　　　　　平成30年度は44工場・事業場
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図表 4-1-25　県内の自動車保有台数の推移

図表 4-1-26　県内のディーゼル自動車の車種別保有台数の推移


